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世代間の公平性

• Preston 効果に対応するために

–次世代の意志の反映が必要

–次世代の投票権

• Demeny （ドゥメイン）投票方式

• 必要性と必然性

–次世代へのコミットメント

–選挙権の拡大の歴史
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年齢層別等価所得

2011年9月30日

次世代へのコミットメント 青木

3

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

400.0

450.0

等価当初所得 （万円）

等価再分配所得 （万円）

出所：厚生労働省
「平成２０年 所得再分配調査」



国政選挙における政党の重要課題
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自民党
年 1 2 3

2010年 行財政改革 成長戦略・雇用 年金・保険医療

2007年 年金 公務員改革 教育

2005年 民営化 国際競争力 防衛

2003年 年金・保険医療 国家安全保障 民営化

民主党

年 1 2 3
2010年 行財政改革 政治改革 外交・安全保障

2007年 年金 雇用 行政改革

2005年 公務員改革 年金 教育

2003年 行財政改革 年金 教育

出所：対象年の各党政治綱領



人口と有権者の分布
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20歳以下の人口の割合

55歳以上の有権者の割合

55歳以上の人口の割合

20歳以下の有権者の割合

出所: 総務省「国勢調査」及び
社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」



Demeny 投票方式

• Paul Demeny (Population Councilの人
口学者)の提案

• 「親が、子供の数だけ余分の票を持つ」

• 以下のようにも解釈できる

–子供に投票権を与える

–親が子供の代わりに投票する
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Demeny投票方式導入
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親, 24%

その他, 
33%

５５歳以上, 
43%

現行投票方式

親, 37%

その他, 
28%

５５歳以上, 
35%

Demeny投票方式

注意１ 「親」は１８歳未満の人と同居している成人

出所：総務省 「国勢調査」



子供（次世代）が参政する必要性

• かつて、世代間資源分配は「家長」等によって、
決められた

• しかし、年金や義務教育の導入により、国家の
政策になった

• 世代間の分配の当事者の一人である子供だけ
政策決定に参加していない

• 将来世代の利害が十分考慮されない
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選挙権拡大の必然性

• これまでに、2回の選挙による選挙権の拡大

–普通選挙 労働者の台頭 （Acemoglu
&Robinson）

• 革命 ｖｓ 課税

–女性選挙 女性の社会・経済への貢献方法
の変化 （Dopdepke & Tertilt ）

• 妻の権利 ｖｓ 娘の権利

• 現在の有権者が子供へ選挙権拡大することに
より、何を得るか？
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次世代へのコミットメント

• 現世代間のフリーライディングを克服する

– 5 投資すると、将来8になってもどってくる

– 両方とも「消費」 （囚人のジレンマ）
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消費 投資

消費 １０＋０＝１０、１０＋０＝１０ １０＋４＝１４、５＋４＝９

投資 ５＋４＝９、１０＋４＝１４ ５＋８＝１３、５＋８＝１３



ドゥメイン投票方式の
必要性と必然性

• 次世代の参政により、次世代にコミットできる

• 現世代のフリーランディングを克服できる

• 現世代にとって有益である

• 人口の年齢構造の変化に対応
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年齢構造を考慮した投票方式

• 有権者は１８歳以上

– 平成１９年成立の憲法改正国民投票法

• 年齢別選挙区

– 井堀利宏(東大教授)、土居丈朗(慶大教授)
– 冨山和彦(元産業再生機構専務)、松本大(マネック
スグループ社長)

• 40～60歳で、家族をもつ男性が２票を投票する

– シンガポールのリー・クアン・ユー元首相
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海外の状況

• オーストリアでは、80年代に検討したが、断念。
2008年に、投票年齢を１６歳にさげた

– European Parliament Recommendation
• ドイツでは、2005年、2008年に国民投票（憲法
改正が必要なため）で否決された

– 一人一票に反する

– 代理投票であると、秘密投票に反する

• ハンガリーでは、現在検討されている

• スイスでは、Kinderlobbyが提案
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